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そうま市議会だより

令和８年８月１日号

そうま市議会だより

令和８年８月１日号

市長提出議案審査 議案説明・討論

会計 補正額 内　容

一般会計 1,160 万円（歳出）生活保護扶助事業

一般会計 8,505 万 6,000 円（歳入）福島県市町村給食費
　　　  負担軽減交付金

　　

県
が
学
校
給
食
費
の
保
護
者
負
担
の
軽
減
を
通
じ
た

子
育
て
支
援
に
取
り
組
む
市
町
村
を
支
援
す
る
た
め
に
、

新
た
に
交
付
金
を
創
設
し
た
も
の
。

　

こ
の
交
付
金
は
、
本
年
5
月
１
日
時
点
の
公
立
小
学

校
の
児
童
数
に
対
し
て
、
１
人
に
つ
き
１
カ
月
５
，
２

０
０
円
を
基
準
額
と
し
て
11
カ
月
分
が
交
付
さ
れ
る
。

　

本
市
の
場
合
は
、
５
月
１
日
時
点
の
児
童
数
が
１
，

４
８
７
人
で
あ
り
、
合
計
８
，
５
０
５
万
６
，
０
０
０

円
が
交
付
さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
る
。

　
学
校
給
食
費
負
担
軽
減
交
付
金

生
活
保
護
扶
助
費
の
追
加
給
付 

／ 

学
校
給
食
費
負
担
軽
減
交
付
金

補正
予算

　

な
ど
の
追
加
補
正
予
算
を 

議
決

補正予算の主なもの

議員

　
中
学
生
は
該
当
す
る
の
か
。

市

　
　
　
　
　

今
回
の
交
付
金
の
対
象
は
小
学
生
の
み
で

　
　
　
　
　

あ
り
、
現
在
の
と
こ
ろ
、
今
後
も
対
象
に

　
　
　
　
　

な
る
見
込
み
は
な
い
。

原案に反対

原案に賛成

　議案第 41号の税率改定のうち、仮想通
貨の譲渡益を現行の総合課税から申告分離課税に変更する内容を
含んでいる。現行では仮想通貨の譲渡益には累進税率が適用され
るのに対し、税率の変更後では一律 20％となり、高額所得者を優
遇する形になる。この変更は、市税収入の減少や所得格差の拡大
を助長するとともに、投資資金を持たない市民にとって何の利益
もないものと考え、原案に反対する。

　　　　　　　　　本件は地方税法の改正に伴い改正する内容であ
る。本市独自の条例にすることも可能であるが、それには多くの課
題と手間が伴う。また、現時点で相馬市内の申告者は極めて少数で、
市税収入への影響はほとんどないことから、地方税法の改正に従っ
て市税条例を改正することは適切であると考え、原案に賛成する。

※　○は賛成、●は反対
※　議長（杉本智美）は採決に加わりません。

議案に対する賛否一覧

議
決
結
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賛
成

反
対
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議案第４１号
相馬市税条例の一部を改正する条例に
ついて

賛 原
成 案
多 可
数 決

１６ １ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
討
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●
討
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平
成
25
年
当
時
、
国
に
よ
り
行
わ
れ
た
生
活
保
護
支
給
に
係

る
基
準
改
定
に
つ
い
て
、
そ
の
判
断
過
程
や
手
続
に
過
誤
や
欠

陥
が
あ
っ
た
こ
と
を
受
け
、
令
和
7
年
6
月
に
最
高
裁
判
所
に

よ
る
判
決
が
下
さ
れ
、
国
は
新
た
な
基
準
を
設
け
た
。
こ
の
基

準
に
基
づ
き
生
じ
た
差
額
分
を
給
付
す
る
も
の
。

　
生
活
保
護
扶
助
費
の
追
加
給
付

議員

　
対
象
期
間
分
を
各
世
帯
に
一
括
し
て
支
給
す
る
の

　
か
。

市
　
　
　
　
　
対
象
期
間
ご
と
に
支
給
し
て
い
く
。
過
去
に
生
活

　
　
　
　
　

保
護
費
を
受
給
し
て
い
た
方
に
つ
い
て
は
、
市
に

　
　
　
　
　

申
し
出
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
現
在
受
給
中
の
方

　
　
　
　
　

に
つ
い
て
は
、通
常
支
給
に
合
わ
せ
て
支
給
す
る
。

　

国
保
税
条
例
の

　
　
　

一
部
改
正
に
つ
い
て

　

新
た
に
国
民
健
康
保
険
税
の
計
算
過
程

に
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
金
分
を
追
加

す
る
た
め
に
改
正
す
る
も
の
。

　

ま
た
、
令
和
11
年
度
に
予
定
さ
れ
て
い

る
福
島
県
内
保
険
税
率
の
統
一
に
向
け
て

資
産
割
の
廃
止
及
び
国
民
健
康
保
険
の
財

政
の
均
衡
を
図
り
、
よ
り
安
定
し
た
国
民

健
康
保
険
事
業
を
実
施
す
る
た
め
、
所
得

割
率
の
算
定
割
合
と
均
衡
割
額
並
び
に
平

等
割
額
を
改
定
す
る
も
の
。

第 42 号

根岸利宗議員

中島孝議員

厚労省のＨＰ

　詳細内容↓


